
科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書

平成２４年 ４月１７日現在

研究成果の概要（和文）：

本研究においては，児童生徒を対象として，認知行動療法を基盤としたストレスマネジメン
ト教育を実施し，生きる力の育成に及ぼす効果を検討することを目的とした。ストレスマネジ
メント教育の実践にあたっては，実践の中核を担う教師の要因，共に生活をする周囲の児童生
徒の要因の考慮が必要となる。小中学生を対象としてストレスマネジメント教育の実践を行っ
た結果，それらの要因が学習した内容の維持，般化に影響を及ぼす可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：
The purpose of this study was to investigate the effects of stress management education

based on cognitive behavior therapy on fostering the power of living in childhood and
adolescence. To practice the stress management education, it is needed to consider the
factors related to the teachers who principally practice the education and children and
adolescents who live together. As results of the stress management education for
elementary school and junior high school students, it was suggested that these factors
could influence maintenance and generalization of the lessons learned.
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１．研究開始当初の背景
近年，児童生徒の不登校やいじめ，攻撃行

動などといった不適応行動や心身の諸症状
に社会的関心が多く向けられるようになっ
てきた。そして，それらの問題が取り上げら
れるたびに，背景にあるとされる児童生徒の
「ストレス」の問題や児童生徒の「生きる力」

の低下が論じられてきた。これらをテーマに
掲げた臨床心理学的研究は増加しているが，
実証的な研究は依然として少ないのが現状
である。そこで，これまで研究代表者は，児
童生徒の不適応行動の変容を目指したスト
レスマネジメントプログラムを立案してき
た。その特徴としては，児童生徒の具体的な
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コーピングスキルの獲得を重視し，避けるこ
とのできないストレス状況においても耐え
られるような「生きる力」を高めることを目
的としている点にある。そして，その背景理
論を「認知行動療法」に基盤を置くことによ
って，実効性の高いプログラムの構築を目指
してきた。これによって，児童生徒の直面し
ている問題のみならず，将来的な問題に対し
ても「心理的免疫」がついて，問題を予防で
きることが期待できる。

２．研究の目的
本研究においては，児童生徒を対象とした

認知行動療法を基盤としたストレスマネジ
メント教育を実施し，生きる力の育成に及ぼ
す効果を検討する一環として，ストレスマネ
ジメント教育の実践に際し，実践の中核を担
う教師の要因，および，共に生活をする周囲
の児童生徒の要因の影響性を検討すること
を目的とした。

３．研究の方法
(1) 教師の要因の検討

ストレスマネジメント教育の実践者とな
る教師の側に焦点を当て，その理解の向上を
試みた。養護教諭 33 名を対象として,「行動
科学的アプローチ」に関する基礎的知識の教
授を行うことによって，ストレスマネジメン
ト実践を含む健康相談活動に対する知識，自
己効力感，実行の程度が上昇するかどうかを
検討した。まず，最も経験率が高く，その問
題性の理解の際に，心理的な背景を念頭に置
く必要がある「保健室頻回来室児童生徒」に
どのような対応をしているのかに関する自
由記述を行った。そして，それらを質的に分
類することによって，態度チェックリストを
作成し，そのタイプによって，ストレスマネ
ジメント実践にかかわる諸要因に差異が生
じるかどうかを検討した。
(2) 周囲の児童生徒の要因の検討

ストレスマネジメントを実践する一環と
して，児童生徒が所属する学級集団（周囲の
児童生徒）の要因に焦点を当て，その理解の
向上を試みた。学級集団を基盤としたストレ
スマネジメントを実践する際には，これまで
児童生徒同士の相互作用が暗黙のうちに仮
定されていたものの，それを具体的に考慮に
入れた介入実践はほとんど行われてこなか
った。そこで，小学４年から６年生 524 名，
中学１年から３年生 476 名を対象として，相
互作用を「仲間モニタリング」によって操作
を行うことによって，従来型の介入実践に比
べて効果の向上がみられるかどうかの検討
を行った。また，小学４年から中学３年生 365
名を対象として，学級集団の相互作用がスト
レスマネジメントの実践効果に及ぼす影響
の程度を検討した。ターゲットスキルとして

は，仲間への入り方を選定し，それぞれの各
学年の発達段階を考慮して具体的な場面を
設定した。また，相互作用の測定に関しては，
ビデオ映像を用いてターゲットとなる児童
生徒と周囲との応答数をカウントした。

４．研究成果
(1) 教師の要因の検討

自由記述データについてＫＪ法を用いて
分類を行った結果，受容的態度，教育的支援，
連携・校内体制の活用，専門家へのコーディ
ネート，来室児童生徒の情報収集，訴えに対
する見立てと判断の６カテゴリが得られた。
そして，この態度チェックリストへの回答に
基づきクラスター分析を行った結果，受容的
態度重視群，課題解決的対応重視群，平均的
受容群の３クラスターが得られた。そして，
三項随伴性に基づく児童生徒の行動の理解
を中心とした介入を実施し，養護教諭の態度
の特徴によって健康相談活動に対する自己
効力感の変化が異なるかどうかを検討した
結果，知識はすべての群で獲得した一方で，
自己効力感に関しては平均的受容群のみが
上昇したことが示された。実行の程度に関し
ては受容的態度重視群のみが上昇したこと
が示された。したがって，教師のストレスマ
ネジメント実践を含む健康相談活動に対す
る態度の特徴によって，行動科学的アプロー
チに関する知識教授の効果が異なることが
示された。この結果を踏まえると，教師の児
童生徒にかかわる態度を考慮に入れて，実践
を行う必要性があることが示唆された。
(2) 周囲の児童生徒の要因の検討

児童生徒を，従来型介入実践を行う群，従
来型介入実践に仲間モニタリングを加える
群に分けた。仲間モニタリングの操作は，介
入実践前５日間にわたる仲間のモニタリン
グ回数をベースラインとして測定した後，従
来型ストレスマネジメント実践に加えて，仲
間に積極的に働きかける課題を課すことに
よって行った。そして，従来型介入を行う群
と比較して，仲間モニタリングを加えた群に
おける介入後の回数がベースラインよりも
増加しているかどうかによって操作チェッ
クを行った。その結果，小学生においては，
仲間モニタリングを加えた群において，不適
切なコーピング行動が有意に減少している
ことが示された一方で，ストレス反応の有意
な変化は認められなかった。中学生において
は，全体的にストレス反応の有意な変化が認
められたが，群間差は認められなかった。ま
た，学級集団の相互作用の影響性に関しては，
一貫した傾向をほとんど見いだすことがで
きなかった。以上の結果から，児童生徒の相
互作用の操作は，学年が低いほど効果が期待
できる可能性が示唆されるが，仲間モニタリ
ングの操作方法が不十分であった可能性，相



互作用の質的な評価が適切に行われていな
いこと可能性もあることから，学級集団の相
互作用を記述，操作する方法論を今後検討し
ていく必要性があると考えられる。以上のこ
とから，教師の要因，周囲の児童生徒の要因
が学習した内容の維持，般化に影響を及ぼす
可能性が示唆された。
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